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Ⅰ．はじめに
　2013年10月初め、翌年４月から消費税が現行の
５％から８％に引き上げられることが決定した。
政府が想定する消費税引き上げにともなう財源約
7,000億円が、「子ども・子育て支援新制度」に充
てられている。2012年末に自民党政権が復活する
まで停滞していた総合こども園構想や待機児童解
消問題は、安倍首相の経済再生対策に女性の労働
力向上と結びつけて加速している。そして、前政
権時の2012年に成立していた「子ども・子育て関
連３法」は、2015年４月から「子ども・子育て支
援新制度」実施に向けて急速に具体化されようと
している。
　日本の社会形態は戦後の経済発展や社会変動と
共に、少子高齢化、核家族化、そして女性の高学
歴化など大きく変わった。伝統的な大家族や地域
社会の中での子育て機能は薄れ、孤立した社会
で母親による子育ての役割が濃くなっている。そ
れに対して、第二次安倍政権は経済発展の主要戦
力に女性の就労機会拡大をあげているが、これは
すでに多くの国で政策化されてきた。その背景
には1989年の「子どもの権利条約」に制定された
ように、子どもにも大人同様の市民権を保障し始
めた一方で、先進諸国の長引く不況に子どもを
社会的かつ経済的要因として注目し始めたことが
ある。このきっかけとなった1996年の OECD 経
済開発機構（以下、OECD とする）による研究
「万人のための生涯教育の実現」に関する加盟国
教育大臣会議で、「乳幼児期の教育とケア（Early 
Childhood Education and Care：以下、ECEC と
する )｣１の利用拡充と質の改善は、女性の労働市
場への参加を保障すると考えられた。そして1998
年以降、OECD の研究「乳幼児期の教育とケア
（ECEC）」は、加盟国の中から参加国を毎回増や
し継続的に研究を重ねて「乳幼児期の教育とケア
（ECEC）」が長期的な経済効果をもたらすだけで
なく、乳幼児教育がその後の人生に大きな影響を
およぼすことを結論づけた。
　安倍政権は、女性の労働を拡充するために多額
の税収を待機児童対策に充てようとしている。し
かし実態は、前年度においても有職女性の６割以
上が結婚・出産を機に退職し、男性の育児休暇取
得率はわずか1.89％である２。その理由に、子育
てに対する「三歳児神話」や男女の役割分担意識
が強く残り、女性が「仕事をしても家事や育児の
負担が重い」ため、離職・減職せざるを得ない現
状がある。果たして、政府が待機児童対策に投じ
ようとしている税は、的確かつ有効なのであろう
か。「子ども・子育て支援新制度」の法令化と並
行して、2012年、第一生命保険株式会社のシンク
タンクである第一生命経済研究所が、幼稚園・保
育所の園長と保護者に聞いた『幼保一体化に関
するアンケート調査』 ３を実施し、「優先的に実践
してほしい子育て支援」とは何かを問うた。その
結果、多くの保護者が「子どもを持つ家庭への経
済支援」を希望し、政府が待機児童解消のために
推し進めようとしている「施設増設」については、
幼稚園・保育所と保護者共に過半数以上が期待し
ていなかった。これは、多大な財政投資と現実的
な子育てニーズがかみ合っていないことを示して
いる。
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　本稿の目的は、教育－福祉（Edu-care）という
視点から、日本の社会では今なお子育てのマジョ
リティである専業主婦のナラティブ（語り、以下
ナラティブとする）から、子育てに求められるニー
ズを理解し、支援のあり方を問うことである。よっ
て従来の社会科学研究のように、仮説を立て実証
していく方法を採るのではなく、ナラティブの中
から子育て支援に何が求められているのかを聴き
取り、読み解く。最初に、子育ては誰の義務なの
か（もしくは誰の義務になったのか）を問い、少
子高齢化という避けられない社会変動を克服する
ために、人生最初の社会化集団を経験する幼児期
に教育－福祉（Edu-care）的視点をもつ意義を述
べる。これまで二元化されてきた子どもに関する
文部科学省管轄の教育政策と厚生労働省管轄の福
祉政策を統一する視点である。また、子育てを保
護者（特に、母親）だけの役割とするのではなく、
社会全体の課題として考える。そして、現政権
の思索や待機児童をもつ親の現状が子育て支援策
案の柱になっている中で、子育てのマジョリティ
である専業主婦たちが、現行する社会保障の対象
から周縁化されている子育ての現状についてナラ
ティブを通して知る。その結果と考察から、子育
て支援に何が必要とされているのか、包括的かつ
多様な子育て支援のあり方を示唆する。
Ⅱ．子育ては誰の義務なのか？
　　夫：怪しからん、じつに怪しからん。おまえは自分の
神聖な義務を棄てる気か？
　　妻：わたしの神聖の義務とおっしゃるのは？
　　夫：それを言わなくては分からんか ?　夫に対する義
務。子供に対する義務。
　　妻：わたしにはほかに、それと同じほどに神聖な義務
があります。
　　夫：ない！そんなものはない！一体なんだ。言ってみ
なさい！
　　妻：自己に対する義務です。
　　夫：お前は何よりもまず、妻であり、母であるのだぞ。
　　妻：わたしいまはもうそうは思いません。私は信じ
ます、
　　　　―わたしは何よりもまず人間です、あなたと同じ
人間です。
　　　　―というより、これから人間になろうと努力いた
します。
 
　この会話は、1879年、イタリア人作家イプセン
によって書かれた戯曲『人形の家』 ４のヘルメル
（夫）とゾラ（妻）の会話である。二人の対話の中に、
夫と妻の間にズレが読み取れる。夫が発した「義
務」という言葉の意味を、妻は同じ意味として理
解していない。夫は妻の義務は、「夫に対する義務。
子供に対する義務。」が最優先とする。つまり、
前者は夫の身の回りのケア、後者は子育てという
ケアなのである。そして、最後に妻が返した答え
は、「自己に対する義務」であった。自己のケア
なくして、妻や母親としての役割が全うできるの
か……今なお、時代や国が異なっても男女の役割
分担は世界中の課題である５。特に近年では、情
報社会の浸透によって宗教・文化を越えて隔離さ
れていた国々でも男女の役割分担について問題視
されるようになった６。
　子育ての土台となる家庭を築く日本の男女の
関係は、「世界男女格差報告」によると2013年度
は2006年の調査開始以来、格差が最も大きくなり
136カ国中105位になった。その背景に「夫は外（仕
事）、妻は家庭（家事・育児 / 介護）」という役割
分担意識が根強い。このことは男女の就労のあり
方や役割分担という点において、1986年「男女雇
用機会均等法」や1999年「男女共同参画社会基本
法」などの制定後も、ジェンダー・フリーという
意識改革が社会に浸透していないことがうかがえ
る。また2012年の内閣府による調査では、「夫は外、
妻は家庭」という考え方を支持する割合が、1992
年の調査開始以来、初めて増加に転じた（賛成派
の男性55.1％、女性48.4％）。同様に2013年、厚生
労働省の調査では、独身女性の３人に一人は「結
婚したら専業主婦になりたい」と望んでいること
が明らかになった。その一方で、結婚相手に専業
主婦になってほしいと思っている独身男性は、５
人に一人と対照的である。この結果は、「夫は外、
妻は家庭」という役割分担に関する意識に、婚姻
前から女性の方が男性よりも高い意識で望んでい
ることを示している。専業主婦が望ましいと思っ
た人たちの理由に、最も多く「女性には家事や子
育てなど、仕事をするよりもやるべきことがある」
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と答え（61.4％）、次に「夫がしっかり働けるよ
うにサポートするのが妻の役目」（29.3％）と続
いている。長引く不況や就職難が続く中、現代女
性の本心は、家事と子育てに仕事という三重の困
難を背負いたくないということである。日本国憲
法をはじめとする国内外法で、子どもは保護者に
よって養育されるべきだと定義（＝義務化）され
ているが、歴史的・文化的・社会的に子育ては孤
立化しても母親が第一人者となって担うことが黙
認されている。
　すでに1970年代、欧米諸国では女性の生き方（特
に、働き方や家庭内役割）が問われ、男女間にお
ける役割分担に対する意識改革が進んだ７。オー
クレイは、この頃の英国社会では階級に関わらず、
女性の意識の中で育児と家事の機能が、本質的に
対立していることを指摘した。育児は、期間内に
わが子を育てる「生産的」な業であるが、家事は
こきざみで繰り返しの多い終わりのない作業であ
り、育児と家事が女性の仕事の一つにまとめられ
ていた双方の役割に一線を引いた。彼女は、様々
な階級に属する女性40人をインタビューした結果、
「今日、母親の役割が不十分な社会的脈略の中で
遂行されていることを証明できるということであ
る。つまり、社会的な孤独と普段の責任が不満を
もたらすのだ。」と結論づけた（1980、204）。こ
の点は、近年においてもなお多くの日本の女性に
当てはまる。オークレイの結論のように、日本の
女性は育児以外の家事（クリーニングや外食を含
むケータリング・介護など）については、個人の
許容範囲以内で外部化してきているが、これは一
人で全ての家事を抱える負担が大きいことや、家
事代行産業の多様化による。しかし、「生産的」
な育児については外部化せず、自らが犠牲を払っ
てきた。これは、男性主導の日本の政治・経済・
社会形態が、育児というケア８に教育的な付加価
値を置き、女性の役割として総合的な家事の中に
構築していったことに起因する。父親が、仕事の
休みに子どもと遊ぶなど子育ての一部に関わるこ
とがあっても、家事を優先的には行わないのがほ
とんどである。実際、父親の育児・家事に関する
国際比較では、父親が家事に費やす時間が長いほ
ど、母親の育児不安が低いことが示されている（前
田、2004）。根本的に母親の育児負担を取り除く
ことは、父親が育児を協働することではなく、む
しろ生活全般の家事の方を分担することで母親の
気持ちが満たされると考えられる。母親（妻）は、
父親（夫）が「育メン」より「家事メン」になり、
毎日延々と続く単調なケアを分かち合うことを望
んでいる。
　核家族化の問題が顕著になり、1980年代から発
達心理学や家族社会学の分野で育児不安が注目さ
れ始めた。日本特有ともいえる育児不安は、「母
の手」専業で子育てしている母親の方が有職の母
親よりも強いことを実証してきた９。児童精神科
の佐々木は、育児不安は「お母さんの自分の存在
自体に対する不安」だとする（1998、34）。つま
り、子育て中の母親は、夫婦関係、近隣関係、勤
労関係（過去も含む）などの他者との関係に、自
分が疎外や孤立を感じると不安に陥るのである。
それは、母親は育児そのものに不安を感じている
のではなく、育児をきっかけに置かれた自分の疎
外・孤立した穴に、自分で掘って入っていくよう
なものである。また、近年の育児不安の特徴とし
て、乳幼児時期に誰もが経験する程度の悩みに育
児サービスが参入することによって母親の不安は
増し、子育てを部分的に外部化（早期の習い事・
幼児教室など）することで母子が社会から孤立す
る方向と、経済的要因や社会的偏見などで物理的
に社会から遮断し（され）孤立する二方向がある
（岩田、2000）。これは、それまでの育児不安が多
くの家庭で中流化していたが、社会変動同様、育
児不安が抱える孤独そのものに格差が進み始めて
いる。その二方向の前者は母親の育児不安が増す
ことで生じる教育的な孤立、そして後者は物理的・
精神的貧困による福祉的な孤立である。
　このような状況の中で母親は、自分が社会から
だけでなく育児集団からも孤立してしまわないよ
うに、他者との関わりを求める。母親は、保育所・
幼稚園や育児サークルなどで、自らが選択した社
会集団というより、子どもの関係からできた社
会集団の孤立という育児の場を浮遊しながら、手
探りで関係を築こうとしている。その育児を支え
るためには、母親を取り巻く緊張すぎず疎すぎず、
構成も同質すぎず異質すぎない構成「中庸なネッ
トワーク」が望ましいとする（松田、2008）。ま
さに子育て支援とは、子育てを中心的に行ってい
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る母親に対して、教育的かつ福祉的の両サイドか
ら支援が必要になっていることは明白である。そ
れは、教育的もしくは福祉的という一方のみの子
育て支援ではなく、子どもを主体に子育ての義務
を社会で全体的に支える教育－福祉という両方を
備えた支援である。
Ⅲ．教育－福祉（Edu-care）という視点から
子育て支援を問う
　戦後、日本は民主主義社会に生まれ変わり、そ
れまでの教育や福祉の方向性が国家の発展から子
どもの福利が目的になり、教育は文部科学省（旧
文部省）、福祉は厚生労働省（旧労働省）という
縦割で政策が進められてきた10。その間、前者管
轄の幼稚園と後者管轄の保育所を一元化する構想
はあったが、教育・保育現場では、それぞれの設
立理念・運営方法の違いから現実化することは困
難が続いている（全国保育団体連合会・保育研究
所、2013）。しかし、少子高齢化へと加速してい
る日本の現状と自民党復権による経済政策の勢い
で、早急に両者を統合させる方向に進んでいる。
　「新しい公共のあり方」としては、教育と福祉
を統一11し、新たな地平の模索のためにホリスッ
ティック（全体的）な考え方が必要な時代に到達
している（汐見、2012）。子どもの育ちをひとつ
ながりに考え、教育と福祉の統一が可能になれば、
例えば幼稚園・保育所から小学校へとつながる
期間に教育と福祉を管轄する両省の連携ができる。
戦後、合理主義的に細分化した教育と福祉を連携
させることは可能であろうか。しかし、超少子高
齢化社会に向かっている現状を考慮すると、ホリ
スティック（全体的）に乳幼児教育、保育、そし
て老いにいたるまで、教育と福祉に関する義務や
社会保障の統一は差し迫っている。
　幼保一元化という就学前教育における教育と福
祉の統一は、互いが利点を共有し、互いの欠点を
補う。そして、少子化の抱える新たな問題を協働
して解決していく。そのためには、それぞれの
教育かつ福祉的政策の過程で細分化されていった
数々の政策について、子どもの育ちに主体を置き
直し、 人生の始まりとしてホールネス（全体性）
を保ちながら再考する必要がある。吉田はそのよ
うな視点から「教育福祉（学）」を下記のように
定義する：
（１）教育福祉学とは、人間の生活と発達の包括的な保
障と支援に関する学。人と社会に対する包括的な
視野から、人間の生活と発達を保障し支援するた
めに必要な、福祉・保育・教育等の分野における
専門的かつ協働的な実践と理論に関する研究を行
う。
（２） より具体的には、誕生から老いまで生涯にわたっ
て、人間の尊厳をもった生活を保障する福祉的支
援と、人間としての発達と学習を保障する教育的
視点とを、有効に相互補完させることのできる社
会システムや地域支援あるいは対人援助法につい
て、問題解決的・実践的に理論化する研究。
（３） その対象は、保育・子育て支援や子ども家庭福祉
の対象領域に限らず、スクールソーシャルワーク
のような学校教育への支援、さらには就労支援や
高齢者の生きがい創造などの社会教育や生涯にわ
たる学習支援を含む。
（４） したがって「教育福祉」とは、 「社会福祉」のなかの、
「医療福祉」や「産業福祉」、「司法福祉」、「児童福祉」
といった限定された一領域を指すサブ・カテゴリー
ではない。社会福祉の広い療育の全般にわたって
教育的な視点や方法が有効であり、福祉における
教育的視点と教育における福祉的支援とを双方向
にクロスオーバーさせながら、「福祉と教育」の協
働を促進するためのコンセプトである。
（５） 「教育福祉」に冠せられた「教育」もまた、「学校
教育」に限定されない広い意味をもつ。すなわち、
機械的な概念として、福祉的支援（生活権の保障）
を有効に補完する教育的支援（生涯にわたる学習
支援、自立した生活に向けての発達支援）という
意味をもち、それはまた、対象領域的な概念として、
学校とその教員育成に関わる狭義の「教育」では
なく、保育・家庭教育・社会教育・生涯学習支援
を含んだ広義の「教育」である。
　　　　　　　　　　　　　　　　（吉田、2012：5-7）
　その「教育－福祉（Edu-care）」の諸相として
図１が示すように、１）教育の母体としての福祉、
２）福祉の方法としての教育、３）福祉における
教育的支援、４）教育における福祉的支援、の４
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つである。この視点から、まずは幼稚園と保育所
を一元化して考えることで、人間のライフサイク
ル初期段階の支援内容を共有・協働できるところ
は多い。吉田は、「子どもの人間学」という発想
から教育－福祉をケアの連携とする。つまり、こ
れまでは家庭で福祉的なケアリングがあった上に、
学校でのティーチング機能ができたが、現在では
それぞれの役割が弱体化したため、その間隙を架
橋し、包括する概念として教育－福祉（Edu-care）
が必要であると指摘している（2013、210-212）。
　前述した OECD による「乳幼児期の教育とケ
ア（ECEC）」の国際比較「人生の始まりこそ力
強く（Starting Strong）」と題した研究が始まっ
た当初の目的は、乳幼児期の教育とケアを提供す
ることが女性の労働市場への参加を保障する上で
不可欠だと考えられていた。しかし、参加国間で
政策研究を重ねていく過程で、乳幼児期の発達
そのものが人間の学習と発達の基礎形成段階であ
ることが分ってきた。同様に、親や地域を支える
財政面・社会面・雇用面で効果的な対策があれば、
乳幼児期の子どもたちにもプログラムを提供でき、
すべての子どもが人生を公平にスタートさせるの
に役立ち、教育の平等と社会的統合に役立つとい
う結果も得た。そして、研究に参加した国々の間
では、疑いなく「乳幼児期の教育とケア（ECEC）」
が、社会の全体に関わる「公共財」としてみなさ
れるべきだという考えを支持するようになる。し
かしながら、子育てに対する男女の役割分担が強
固に残る日本の社会では、長引く経済低迷の中で
現実的な支援が求められている。日本が「乳幼児
期の教育とケア（ECEC）」参加国と社会的背景
は異なっていても、全ての人間に共通する「乳幼
児期の教育とケア（ECEC）」を「公共財」とみ
なして対策を練ることは重要である。そのために、
日本現代特有の親や地域をどのように財政面・社
会面・雇用面から支援していくか「子ども・子育
て新制度」で地盤固めをする必要がある。
Ⅳ．研究方法
　本稿の研究方法は、教育－福祉（Edu-care）的
ナラティブ・アプローチという手法を用いる。教
育的もしくは福祉的の一方でない理由は、研究対
象者の子どもが就学前で教育的かつ福祉的支援を
受ける対象の年齢であり、かつ研究対象者自身が
成人でナラティブ中に自己の変容をアプローチす
るのが可能なためである。その手法として、教育
におけるナラティブの可能性を築いたコネリーと
クランディニンの Narrative Inquiry（以下、ナラ
ティブ探究法とする）に、医学・看護学・福祉学
において臨床をともなうナラティブ・アプローチ
を組み入れることによって教育－福祉（Edu-care）
福祉的支援
 人間尊重
教育的支援
 人間形成
生活支援
地域福祉
子育て支援
　 保育
　学校支援
生涯学習支援
学際的教養 社会科学的なリテラシー 多文化共生
援
人間の生活と発達の包括的な保
障と
支
図１　教育福祉（学）の概要
（引用：吉田敦彦他編『教育福祉学への招待』せせらぎ出版、2012：6）
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的ナラティブ・アプローチとして用いる。
１．教育－福祉（Edu-care）的ナラティブ・ア
プローチへの展開
　近年、日本においても教育学・心理学・社会
学・人類学・医学・看護学・社会福祉学・法学な
どで、ナラティブ・アプローチが用いられるよう
になった。野口（2009）は、「ナラティブ・アプ
ローチとは、ナラティブ（語り、物語）という概
念を手がかりにしてなんらかの現象に迫る方法」
と定義する。例えば、Ⅱで取り上げた『人間の家』
での夫婦の会話の中に、ナラティブを読み解くこ
とができる（夫婦間のズレからゾラの自己の発見
を通して自立への変容が現れていること）。また
筆者は、大学学部の卒業論文で量的方法を用いた
が、その際に回収した用紙の最後の箇所「ご自由
にお書きください。」という欄に書かれた質問内
では語られていない内容の “ 記述の意味 ” の深さ
に圧倒された。その経験から質的研究方法に関心
を抱き、カナダの教育系大学院で多（異）文化の
中にいるマイノリティを対象にナラティブ探究法
を用いた。その手法の原点となったのが、1980年
代からトロント大学大学院オンタリオ教育研究所
カリキュラム学科でカリキュラム論や教職論を研
究していたコネリーであった。コネリーは、筆者
が同研究所に在学した1991年にはナラティブ探究
法を質的教育研究方法とした授業を開講していた。
すでに多くの大学院生（その多くは現役教員）が
ナラティブ探究法を用いて教育現場で実践研究
していた。教育におけるナラティブ探究法は、理
論（仮説）から実践（結果）を見いだすのではな
い。また、研究対象者のナラティブ（語り）だけ
を重視するのではなく、ナラティビスト（聴き手）
との対話を通して「語り直す」ナラティブの中
に、対象者の文脈を理解する。Narrative Inquiry
（ナラティブ探究法）という表現は、inquiry into 
narrative（教育実践の現場におけるナラティブ
の探求）を意味する。つまり、教員が学生たちと
対話しながら、問題の本質を互いに理解すること
を目的とする。この inquiry（探究）という行為は、
デューイが提唱してきたプラグマティックな思考
のあり方が根底にある（Connelly and Clandinin, 
1988）。コネリーとクランディニンのナラティブ
探究法の目的は、それまでの教育の中に埋もれ
ていた教育の本質を見い出すような手作業であっ
た。その手順は、１）フィールドテキストの生成
（書下ろし）、２）ナラティビストによる中間テキ
ストの生成、３）対話からえられたリサーチテキ
ストの執筆の三段階で進められる。コネリーとク
ランディニンのナラティブ探究法は、ナラティブ
を状況（situation）、連続性（continuity）、相互
作用（interaction）という３次元探索空間（three-
dimensional narrative inquiry space）の側面か
ら解釈する（Clandinin and Connelly, 2000）。
　本稿でもナラティブに福祉的アプローチを用
いることができると確信した理由に、筆者がコ
ネリーとクランディニンのナラティブ探究法を
用いた人種的マイノリティに関する研究で、ナラ
ティブを通じて対象者が自己を他者との中で客
観視し、気づき、省察しながら変容していく過程
があったからである。この変容の過程は、社会
福祉におけるケースワークと類似している。また、
ケースによってはナラティブ探究法の相互作用の
中で、自己をエンパワーメントし、行動へとつな
がっていくこともあった12。特に、人種的マイノ
リティたちのナラティブは、自らが歴史の証人と
して、自分たちが経験した教育のあり方を問い直
し、そして社会の不公正を乗り越え人種の違いを
超えたヒューマニティに気づくことで他者や未来
へとつながっていく（拙著、1993 ; 1999）。よっ
て、ナラティブ・アプローチが、医学や福祉の臨
床分野で有効であることは言うまでもない（野口、
2009）。日常のコミュニケーションに根ざすナラ
ティブが、近代の生み出したソーシャルワークや
福祉実践を問い直すラディカルな発想や解放の
運動へとつながっていくことも十分に可能である
（木原、2009）。
　ナラティブ探究法を用いて研究対象者の語りを
重視し、ナラティビストとの相互作用ある対話
の過程を理解することで提言を見いだす。そして、
その教育的手法に加え、医学や福祉学の分野で実
践されている臨床的アプローチを用いることで対
象者に変容をもたらす教育－福祉（Edu-care）的
アプローチが可能になる。よって本稿では、教育
的かつ福祉的要素を備えた研究手法を教育－福祉
的ナラティブ・アプローチとする。
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２．研究の目的
　コネリーとクランディニンの三次元探索空間を
参考に、本稿の研究目的は次の３点を聴き取り、
読み解く。
　①　研究対象者（以下、参加者とする）のもつ
子育ての現状
　②　参加者たちは、子育て支援として何を必要
としているか
　③　ナラティブから自己の気づき、他者との関
わり、自己の変容
３．研究対象
　対象となった参加者は、関西の専業主婦在住率
の高い小規模幼稚園 A に子ども（たち）を通わ
せる母親である。この地域は、全国の中でも専業
主婦在住率上位５つの市政が隣接し、転勤にとも
なう転入・転出が多い特徴がある（前田、2004）。
幼稚園 A は養育者を対象に、例年月一回茶話会
（行事の多い月を除き、毎回一時間程度）を主催
している。茶話会に定期的に参加している母親た
ち（出席平均数８名）を研究対象者とする。
４．手続き
　筆者が幼稚園 A の子育て支援相談員として関
わりを始めた2012年９月から2013年７月（計８回）
のナラティブをまとめた。それまでは園長が幼稚
園の活動を報告していたが、ナラティブ記録開始
から参加者である母親たちに主体を置き、参加者
たちの対話を促す。最初から研究課題を設定せず、
筆者は相談員というよりもファシリテーターとし
てナラティブの機会をつくった。ただし、以前か
ら園長の話しを聞く姿勢が出来上がっていたため
に、２日目からは、大きなテーマを一つ提案して、
自発的に対話が進むように促した。
　最初に N（ナラティヴィスト、参加者の “ 語り ”
を聴く役）がこの集まりに参加するようになった
のかを説明する。そして、この集まりでのナラティ
ブ（参加者には、“ 語り ” とする）は筆者を含め
皆が子育て中で共通した話題を語ること、ナラ
ティブの内容は N の研究に参照されること、個
人のプライバシーは保護されること、録音する場
合は研究目的のみに使用することを参加者に伝え、
合意を得た。個人の表示については、人物の特定
を避けるためアトランダムにアルファベットを記
した。
　各回のナラティブは、コネリーとクランディニ
ンの手法を参考にして、１）フィールドテキスト
の生成（書下ろし）、２）ナラティビスト（聴き手）
による中間テキストの生成、３）対話から得られ
たリサーチテキストの執筆の段階で進めた。
５．分析（読み解く）
　上記、４．手続きのように、ナラティブから得
たリサーチテキストを用いて３つの目的を読み解
く。以下、その手順の例を2012年10月のリサーチ
テキスト一部が出来るまでの過程を記す：
　１）フィールドテキストの生成（書下ろし）
　　N：「自分をイメージする一言」ってなんで
すか？
　　Ｂ：……。
　　Ｎ：何か一言でいいですよ。
　　Ｂ：う～ん、考えたことないな……。
　　Ｃ：……なんか、あるんと違う？
　　Ｎ：そうですよね。自分のイメージってじっ
くり考えることはないですよね。
　　Ｂ：……だから、分からない。でも、ポップ
コーンかな。
　２）ナラティビストによる中間テキストの生成
（枠内は追加した詳細状況）
　　Ｎ：「自分をイメージする一言」ってなんで
すか？
　　Ｂ：……数分は沈黙
　　Ｎ：何か一言でいいですよ。
　　　　　B の反応が重いので、声をかけるよう
に笑みを浮かべて問う。
　　Ｂ：う～ん、考えたことないな……。
 首をかしげながら、しかし真剣に考え
続けている。
　　　　　自分を客観的に見始めている様子がす
る。
　　Ｃ：…なんか、あるんと違う？
 B の横に座っている C は、普段からお
互いをよく知っているようで声をかけ
る。
　　Ｎ：そうですよね。自分のイメージってじっ
『Human Welfare』第６巻第１号　2014
70
くり考えることはないですよね。
 C が B にプレッシャーをかけたような
感じがしたので、B に声かけするが、そ
れでも真剣に考えている……③
　　Ｂ：……だから、分からない。でも、ポップ
コーンかな。
 突然、納得したように笑って答える。
　　　　……③
 客観視した自分が見つけられたよう。
 今まで、自分のことを考えたことが無
かったことに B は驚いている。
 かつ、それまで置き去りにしていたよう
な自分を発見したように、一つの言葉で
自分を表現しようと真剣に探していた満
足感はあったよう。
　３）対話から得られたリサーチテキスト
　例：2012年10月
　一つのテーマ「自分をイメージする一言」の
中に、改めて自分を発見しようとする姿勢が新
鮮であった。B 自身も、普段は考えもしないよ
うな経験だったことを認め、自分の時間内に自
分のイメージを見つけ出そうと真剣に考える姿
があった。C の B に対する配慮から、お互いの
子育てについて良き理解者のようだ。また、発
見後に自己の中に爽快感のような表情が見られ
た。
　……③
　この例から、１）フィールドテキストの生成は、
語りは少なくても、対話中の時間的間隔が状況を
物語ることがある。２）ナラティビストの中間テ
キストに言葉にはならないフィールドの状況が書
き記される。よって３）のリサーチテキストでは、
ナラティブの全体から参加者たちの関心事や変化
が現れる。
V．結果と考察
　結果は、計８日分のナラティブの主要な箇所か
ら、本稿の目的である①参加者のもつ子育ての現
状、②参加者たちは、子育て支援として何を必要
としているか、③ナラティブから自己の気づき、
他者との関わり、自己の変容について読み解く（関
連箇所には当該番号を付す）。
　2012年９月（参加者10名）
　初回ということもあり、録音なしに「自己紹介」
を聴く。氏名と子どもの学年・クラス程度をお
願いしたが、一番目の参加者が子どもを授かる
までの過程（ライフ・ヒストリー）を語ったため、
後に続く一人ひとりの紹介が「子ども」に対す
る自らの思いを語った。その中でも、「日常」「母
親になったこと」「両親・兄弟姉妹」「友人」「夫」
に「感謝している」という語りが多かった。他
府県からの転入してきた参加者からは、「周囲に
慣れてきた」ことがあげられた。参加者一人ひ
とりの子育てにたいする思いがよく理解できた。
　……①③
　2012年10月（８名）
　前回は、各参加者の自己紹介で終わったので、
今回は自己紹介の続きとして前半、「自分をイ
メージ」する一言は何かをテーマにあげた。そ
の答えは、綿菓子・ポップコーン・小型犬・ねこ・
どら猫・貝・オセロ・なまり、と一つひとつの
言葉に個人の性格や自己に対する思いが込めら
れていた。
　……③
　後半は、「なぜ、この幼稚園を選んだか？」と
いうテーマに、①子どもを自由に遊ばせたい・
自分が卒園者・プレクラスで子どもが気に入っ
た、と参加者たちは子どもを中心に考えて幼稚
園を選んでいる。また、幼稚園に対しても満足
度は高い。②幼稚園と保育所について（行政管
轄）理解があいまい。有職者でないということ
で幼稚園のみ探す傾向がある。転入者に関して
は、幼稚園・保育所に関する地域の情報が乏しい。
③自己に関して、専業主婦として子育てするた
めに幼稚園を選んだため、しばらくは子育て中
心の生活になることは、納得している様子。
　……①②
　2012年11月（６名）
　すでに幼稚園ではクリスマスの準備が始まる。
対話の始まりは、子どもたちは幼稚園で家族に
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クリスマス・プレゼントを作成しているらしい、
から続いてクリスマスを前に「何か自分にプレ
ゼントをあげるなら何？」と発展させた。答え
は、①忙しい現状とは反対に、旅行したい・ゆっ
くりしたい・家族と楽しみたい、があげられた。
②一人の時間・家族との時間がほしい、また家
事労働を代わる存在がほしい、と切実な訴えだっ
た。③自分の夢が実現できるような機会。どの
プレゼントも参加者が母親として毎日繰り返し
ている中から、切望するような望みであった。
この対話の中に、男女の役割分担によって、特
に女性は自己実現を犠牲にしていることが表情
の中に込められていた。しかし、「主人は働いて
くれているから」という言葉から感謝が聴き取
れる。一方で、父親が子育て・家事を協働して
いたり、近くに親族がいる参加者には、自分に
対するプレゼントは特に望んでいなかった。日
頃、誰が、どんな支援が必要かがうかがえる。
　……①②③
　2013年２月（５名）
　クリスマス・新年が明けての茶話会、悪天候
で参加者も少なく、「子どもに伝えたい、目に見
えない大切なこととは？」から始めた。長い沈
黙の後、数人の参加者が「ゆっくりした時間の
中で楽しむ」「父親との時間」とだけ言って、参
加者全員が頷き納得する。やはり、①父親との
時間が限られているため、家族としての時間も
少なくなる。これは、全ての参加者たちが、父
親の働き方＝日本の就労形態が、いかに子ども
の成長に則していないかをあげている。それ以
上の対話が続かなかったため「幼稚園に何を望
むか？」を問う。まさに、②の子育て支援とし
て、幼稚園の解放日を増やし、預かり保育を充
実させることを希望している。つまり、①の現状、
父親が子育てに関わることが難しいならば、②
子どもが幼稚園で長く安心して過ごせるような
登園日・時間の延長を望んでいることが読み解
けた。
　……①②
　2013年３月（８名）
　学年末になり、卒園する参加者もいるため「自
分の保育所・幼稚園時代を振り返って、今の子
どもは幸せ？」をテーマにする。ほとんどの参
加者たちは、自分の子どもたちは今の幼稚園生
活を楽しんでいるので、安心して幼稚園に通う
ことができていることを心から喜んでいる様子。
しかし、参加者の二名は、自分たちが幼稚園時
の思い出が未だに良くないため、わが子の幼稚
園選びは努力したことを話す。この対話で分かっ
たことは①として、自分の過去にある幼稚園
経験が、子どもの幼稚園選びに大きく影響する。
良かった経験の例として、卒園者でわざわざ自
分の子どもを同じ幼稚園に入れた参加者も。参
加者全員が、幼児の記憶は将来も残ることを理
由に、質の高い保育を望んでいる。
　……①
　2013年５月（12名）
　新学年の集まり初日。前年度の出席者が三分
の二ぐらいいた。今回の自己紹介は、簡潔に新
しい人たちに対して自己紹介する程度で終わっ
た。
　2013年６月（７名）
　初めに園長による『今日』13を朗読。そのお
話の中に参加者たちは、①日常の生活の中に自
らと同様であることに共感し、③子育てと家事
の忙しい中でも、子どもとの時間を大切にして
いこうというエンパワーメントを感じている様
子が見られた。10月のナラティブで、参加者全
員が専業主婦であることに納得しているように
聴き取られたが、これまでのナラティブや今回
の詩の意味を深く考えて、少しずつでも仕事
に復帰したい意志を示す参加者が現れ始めてい
た。そして、可能な方法として、夫の就業形態
を変えることはできないが、幼稚園や地域での
預かり保育充実をあげた。これに続き、他の参
加者からも、少しでも預かり保育が利用できる
と、病院に行ったり休息できる余裕が生まれる
ことも語られた。
　……①③
　2013年７月（９名）
　夏休みに入る前、新聞で待機児童解消に対す
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る報道が増えていることもあり、参加者たちに
②具体的な「子育て支援」とは何かを問うた。
その多くが具体的な支援として、１．所得制限
なしの教育・医療手当（他の行政の方が手厚い
と不満に感じている）、２．緊急に子どもを預かっ
てくれるところ（親族が近くにいないと母親は
病院にも行けない）・アクセスしやすい公共の一
時保育や病児保育、３．習い事や一時的預かり
保育で使えるチケットを取り上げた。そして対
話が深まると、転入者の参加者たちが、父親（男
性）の雇用形態（特に、就労時間や有給制度）
について保障されていないために、母親（女性）
に負担になっていることを切実に訴えた。
　……②
　考察としてナラティブの全体をまとめると、教
育的要素と福祉的要素の両方を含むナラティブ・
アプローチの対話の中に、参加者の変容に向かっ
ていく効果が見られた。それは、図２で示したホ
リスティック教育で重視される３つの学習形態で
ある（Miller, 1988 ; ミラー、1994）。
合は、緊急の際に（子どもを一時的に預かっても
らえるような）場がないことがあげられた。②の
具体的な子育て支援として、即使える現実的な経
済手当や支援を求めている。このような福祉的な
支援は、行政サービスについて専門的知識が必要
であるが、転入者もいるため基本的な行政サービ
スに関する情報を幼稚園・保育所でも提供すべき
である。本稿の参加者たちが在住する行政区では、
所得制限により教育・医療手当の受給が制限され
ている。しかしながら、専業主婦にとっては夫の
収入で手当ての有無を決められるよりも、現物
手当ての方が施政に対して教育－福祉的な支援を
受ける充実感を得ることができる。また転入者か
ら他府県の行政について知ることによって比較し、
子ども手当に関する地域格差を認識する。参加者
たちは対話を重ねるごとに、子どもの教育や福祉
の公正を問い始めた。そして段階Ⅲでは、③ナラ
ティブから自己の気づきがあり、自らの子育てに
対する肯定感やエンパワーメントが現れた。①と
関連させて、男性の休みが取れれば、自分も休息
できる。なぜ、休みが取れないかは、社会の就労
に対する意識が阻んでいることを明確化していっ
た。そして、「もし休みがあれば、自分は○○が
したい」と自己実現につながる選択肢を意識する
ようになった。参加者一人ひとりが自ら、もしく
は他者の語りについて客観的に考え、自己の発見
や他者への気づき、そして自己の変容へと結びつ
いていく過程が読み解けた。
　このような過程は、単に問題を解決したり、情
報を処理するだけでなく、内と外とのつながりが
深まる学びである。今まで母親たちの心の中で秘
めていたことを、ナラティブを通して表現し、自
らがその意味について再発見し、「意識化」する。
他の参加者である母親たちと、自分たちの悩み・
疑問・思い・希望などを共有し、それまで狭く考
えていた子育てを広くとらえるようになり、他者
や社会とつながっていく＜伝達から交流＞。そう
することで、自らの子育てを客観的に考え、自ら
の生き方や将来の希望や方向性に気づくことにな
る。子どもが日々成長する生活を支え、子どもと
家庭・子育て同士の仲間と地域と共に喜ぶ、自ら
の子育ての中に自分と親（祖父母）、親と子の関係、
家族と地域をつないでいるのである。子育てとい
Ⅰ．トランスミッション（伝達）
↓聞く
Ⅱ．トランスアクション（交流）
↓対話から気づく
Ⅲ．トランスフォーメーション（変容）
図２．教育-福祉的ナラティブ・アプローチで
  　　みられた対話の効果
　つまり、段階Ⅰでは、主にトランスミッション
＜伝達＞として園長から参加者、ナラティビスト
である筆者から参加者へ話しかけていた。しかし
段階Ⅱでは、大きなテーマについて一人が語り始
めると、その語りに対して別の参加者が語り、ト
ランスアクション＜交流＞という連鎖反応を起し
ていく。特に①参加者のもつ子育ての事情につい
て、男女役割分担が当然のこととして対話の中に
組み込まれていたが、対話の内容が深くなるにつ
れ男性の雇用形態（就労時間や有給の保障）につ
いて意識が高まった。また、父親の休みが取れな
かったり、転入などで親族などが近くにいない場
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う行為が、子どもを養育するだけでは終わってい
ない。育児（自）という子育てを通して、親が家
庭・地域・社会の文化を伝承し、親も成長してい
る＜変容＞。よって、家庭・地域単位の子育てを、
全国共通の子育て支援政策や民間の悪質な教育産
業に任せることは、家庭・地域独自の文化伝承に
はつながらない。子育てする “ ケア ” という言葉
が、広義かつ高次の意味を含んでいることが参加
者の母親たちとの対話の中で現れた。つまり、専
業主婦である母親たちが子育てする “ ケア ” には、
公共施設や教育産業で提供されるサービスと同質
ではない。参加者が、教育－福祉的な子育て支援
として所得格差のない現物手当てを求めているの
は、専業主婦による子育ての意義を社会的に評価
するのに値することを意味しているのである。
Ⅵ．まとめ
　「子ども・子育て支援新制度」を具体化するに
あたって、ECEC の研究も指摘しているように、
乳幼児期の政策は長期的に致命的な結果をもた
らす。政策が不備なままサービスが開始すると、
結果的に取り返しのつかない事態を招きかねな
い。実際、2003年の児童福祉法の一部改正によっ
て国庫補助事業として創設された「子育て支援総
合コーディネート事業」は、設置基準や資格要件
について示すことなく利用者に浸透せず、継続し
て2012年に法令化された「子ども・子育て関連３
法」でも子育て支援コーディネーターの役割につ
いて具体的な記述がほとんどないことが指摘され
ている（芝野・小野セレスタ・平田、2013）。また、
2008年改正の幼稚園教育要領や保育所保育指針で
は、子どもを主体に見直されたが、地域や保護者、
そして小学校との連携が進んでいないのが現状で
ある（酒井・横井、2011）。保育一元化を実施す
る前に、内閣府・文部科学省・厚生労働省の業務
を見直したうえで、再構築していく上で、市町村
のニーズに合った多様かつ包括的なサービスが実
施されるべきである。
　子育て支援の主体は、子どもを中心に考えた最
善の福利を考慮した上で、保護者（親）にある。
そうであれば、子育てする親（特に、養育する母
親）が有職か無職か関わりなく、子どもが健全に
育つために支援を考える必要がある。子育てする
親にとって身近な地域で子どもが通う各幼稚園・
保育所が、毎日関わることのできる子育て支援の
窓口となるだろう。1990年代、育児雑誌の販売部
数が多くなり、子育てを支えているかのように思
われた。しかしながら、母親が育児について最も
頼りにするのは父親（夫）、その次に子どもが通
う幼稚園・保育所の保育士で、育児雑誌は補助的
な情報源に過ぎなかった（菅野、2001）。平日な
ど父親（夫）に頼れない時間帯、母親にとっては
子どもの幼稚園・保育所が、いかに身近な教育と
福祉（Edu-care）の交差点になっているか明白で
ある。幼稚園・保育所が、教育－福祉的（Edu-care）
視点から子どもや保護者（特に、母親）のナラティ
ブを聴くことによって、教育的もしくは福祉的支
援につながる “ インテーク（受け付け役）” を
行うことができる資源なのである。
　本稿で対象とした母親たちは、男女の役割分担
を問い直し、自らは専業主婦として子育てするこ
とを選択している。日本の幼児教育の場合、60％
近くの幼児が幼稚園に通っていることを踏まえる
と、「子ども・子育て支援新制度」の方向が、唐
突に “ 子育てのあり方 ” を変えようしていること
に無理がある。OECD が提唱するように、「乳幼
児の教育とケア（ECEC）」が重要なのであれば、
これまで幼稚園と認可保育所が保護者と共に歩ん
できた子育てのあり方に学ぶところは多いのでは
ないだろうか。ただし、日本の社会が真なる民
主主義社会を目指すならば、父親も母親も均等に
子育てに関わる選択肢を社会は用意すべきである。
広井は、「労働生産性の上昇は（賃）労働時間の
削減にまわし、むしろ余暇を含め賃労働以外の時
間への “ 時間の再配分 ” を行うという発想転換と
政策支援」（2009、96-97）が実現するならば、父
親と母親が子育てに関わることができ根本的な少
子化対策につながる可能性はある。そうすること
で、家庭や地域、そして自然などの環境など「市
場経済を越える領域」の発展に重なっていく。今
後、右肩上がりの経済成長を望むより、持続可能
な社会を着実に進めるためのライフスタイルが必
要であろう。
　「いつ」「誰が」「誰に」「何を」支援するのか。
その具体案は、それぞれの地域や家庭に山積みさ
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れている。本稿で実施した教育－福祉的ナラティ
ブ・アプローチで参加者が求めた子育て支援の具
体例として、待機児童解消や幼稚園と保育所を
一元化することを求める語りはなかった。むしろ、
第一生命が全国で実施したアンケート調査の結果
と同様に、経済的な支援と家族で子育てしやすい
就労のあり方（ライフ・ワーク・バランス）を求
めている。特に、本稿のナラティブで明らかになっ
たことは、子育てのマジョリティを占める専業主
婦の母親に対しても、有職の母親に相当する「ケ
アする者をケアする」子育て支援を行うべきであ
る（野見、2013）。ケアに関する概念は広義かつ
高次にわたるため、今後の研究課題として、子育
てに携わる保育者を対象に教育－福祉的ナラティ
ブ・アプローチを展開させると共に、保護者の対
象として幼稚園だけではなく、保育所に子どもを
通わせる有職女性のナラティブと対比させて子育
て支援のあり方を考察する必要がある。
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The intersection between education and care:
Questioning the“new system of child and childcare support” 
from the Edu-care perspective
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                         Aoi  Okuno＊
 
ABSTRACT
　The purpose of this paper is to question what is needed for the coming “New System of Child 
and Childcare Support”from the Edu-care perspective. Although the new Japanese government is 
encouraging women to work from home so as to boost the national economy, urging the setting up 
of more nursery facilities at the expense of large amounts of tax money, and lightening the present 
regulations in order to decrease the number of children on waiting lists, more women hope to 
discontinue work after marriage or the conception of a child than men expect. This raises the question: 
Is the government aiming in the right direction? 
　Applying the Edu-care narrative approach as a research method in this paper, which integrates both 
education and care perspectives, shows the realities of what those home-mothers need for childcare 
support. As preceding quantitative research has shown, the majority of home-mothers lack the need 
for increased nursery facilities. Rather, they wish to receive actual ﬁnancial support and changes in 
social awareness regarding childcare.
　Furthermore, in the narratives described in this paper, the following points arose:
　１．Providing actual ﬁnancial childcare support without income limits for each family: Placing value 
on the work done by home-mothers toward the life-long education of their children.
　２．Changing social awareness regarding working lifestyles among fathers （men）: Placing value on
　　　the “life-work balance” between mothers （women） and fathers （men） for the benefit of 
family, society, and the nation as a whole. 
　This research also indicated that the concept of“care”in Japanese contexts should be further 
studied.
Key words: new system of child and child support, Edu-care, gender-free
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